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Ⅰ 総則 
１ 本書の位置付け 
本公募要綱は、福岡市（以下「市」という。）が推進する海辺を活かした観光振興事業

の一環として「北崎地区立ち寄りスポット整備事業」（以下「本事業」という。）を実施す

る事業者を選定するにあたって公表するものです。また、下記の書類は、本公募要綱と一

体のもの（以下「公募要綱等」という。）として取り扱います。 
本事業に提案参加を希望される事業者におかれましては、下記公募要綱等に則り、応募

に必要な提案書を提出してください。 
 
（公募要綱等の範囲） 

• 公募要綱 
• 事業提案評価基準 
• 提案様式集 
• 基本協定書（案） 
• 事業契約書（案） 
• 土地一時賃貸借契約書（案） 
• 事業用定期借地権設定契約書（案） 
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Ⅱ 事業の内容 
１ 事業の名称 

北崎地区立ち寄りスポット整備事業 

 

２ 事業の目的 
市では「Fukuoka East＆West Coast プロジェクト」として、豊かな自然環境を有す

る農山漁村地域の志賀島・北崎地区において、海辺の周遊コース形成に向け、写真を撮

りたくなる海辺の魅力づくり等、ソフト・ハード面から取り組んでいます。 

北崎地区は福岡市西区にあり、糸島半島の北西端に位置します。世界有数の漁場とし 

て知られる玄界灘に面し、名物の「鯛めし」で有名な「西浦の鯛」や、海外の高級ホテ 

ルでも人気のブランド牡蠣「唐泊恵比須かき」などの海産物、「バラ」や「トルコキキ 

ョウ」、「蘭」等の花卉栽培、「スイカ」や「大根」等の農作物の生産が盛んです。 

また、夫婦岩を望む二見ヶ浦エリアを中心に、海辺空間を活かしたおしゃれなカフェ 

やフォトスポット等が立ち並び、多くの観光客が訪れる魅力的な観光スポットとなっ 

ています。 

一方で、休日や観光シーズン等の繁忙期における交通混雑による市民生活への影響

や、来訪者の一部のエリアへの集中等の現状が見られ、地域からは、交通混雑の緩和、

北崎地区全体の地域活性化、豊かな自然環境の維持等が課題との意見をいただく等、市

民生活や環境と調和しながら地域の魅力を高め、観光消費が隅々まで行き渡るような

取組が求められています。 

このため、地域課題の解決及び持続可能な観光振興を目的として、二見ヶ浦エリアの

東の入り口に位置する福岡市有地（以下、「事業対象地」という。【別紙１】案内図及び

位置図を参照。）において、駐車場や交通手段の乗り換え機能、地域の情報発信、休憩

機能等を備え、エリアの周遊を促進する起点となる立ち寄りスポットとして、事業対象

地を民間事業者に貸し付け、民間活力の導入による整備・管理運営を行うこととします。 

 

３ 事業の進め方 
（１）市は、事業対象地のうちⅢ１に示す貸付対象範囲に定期借地権を設定し、事業者に

貸し付けます。 
（２）事業者は、事業対象地に自らの責任と費用により、本事業において提案する施設（以

下「提案施設」という。）の設計、建設、管理運営、管理運営終了時の撤去並びに

これらに付随する業務を実施します。 
（３）市は、本事業に関する提案を公募型プロポーザル方式により募集し、応募のあった

事業者の中から、優先交渉権者を決定します。 
（４）優先交渉権者は、優先交渉権者決定後速やかに、事業予定者として市と事業実施等

に関する基本的な事項及び事業契約締結までの必要な手続き等を規定する基本協

定を締結します。詳細は基本協定書（案）を参照してください。 
（５）事業予定者は、基本協定締結後、契約条件等の協議を行い、本事業の事業者として

市と、事業者の責任による提案内容の確実な履行の担保や役割分担、市による実施
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状況の確認等に関する事項及び本事業実施に必要な各種契約の締結等を規定する

事業契約を締結します。詳細は事業契約書（案）を参照してください。 
 （６）その後、事業契約に基づき、事業者は事業を実施するとともに、事業用定期借地権

設定契約締結等に必要となる手続きを行います。 
なお、現段階で想定している事業スケジュールは以下に示すとおりです。 
 

（事業契約締結までのスケジュール（予定）） 

内容 日時 記載箇所 

公募要綱等の公表 令和４年 11 月 ７日（月） P.16 

説明会・見学会の開催 令和４年 11 月 18日（金） P.16 

質疑の受付 
令和４年 11 月 21日（月）～11月 29日（火） 

（土曜、日曜、祝日を除く） 
P.16 

質疑の回答期限 

（期限までに随時行います） 
令和４年 12 月 13日（火） P.17 

参加資格審査申請書類の受付 
令和４年 12 月 16日（金）～12月 21日（水） 

（土曜、日曜、祝日を除く） 
P.17 

参加資格の審査結果通知 令和５年１月 18日（水） P.18 

提案書の受付 
令和５年１月 26日（木）～１月 31日（火） 

（土曜、日曜、祝日を除く） 
P.18 

応募者ヒアリング 令和５年２月（予定） P.21 

優先交渉権者の決定 令和５年２月（予定） P.21 

基本協定の締結 優先交渉権者決定後速やかに P.23 

事業契約の締結 令和５年４月（予定） P.23 

土地一時賃貸借契約の締結 

提案施設の建設工事 

事業用定期借地権設定契約の

締結 

提案施設の供用開始 

優先交渉権者との協議により決定 P.23～26 

    
 
４ 事業者の役割 
本事業の事業者は、以下の役割（「５ 市の役割」に示す役割を除く）を担うものとし

ます。 
（１）提案施設の整備、管理運営 

① 貸付対象範囲の借地 

② 提案施設の整備（市が実施する敷地造成以外の提案施設の整備に必要となる事
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前調査、設計、建設及び工事監理）及び提案施設の管理運営（Ⅲ１に示す貸付対

象範囲の敷地内樹木等の環境維持及び市が負担金を支出するトイレ等の維持管

理を含む。） 

③ 市と連名で実施する各種許認可手続きの対応及び上記②に伴う各種許認可手続

き、申請手続き 

④ 地域及び関係機関等との協議・調整 

 

 （２）貸付期間終了時の撤去 

   ① 貸付対象範囲にある事業者所有の建物及び工作物等の撤去 

 

（３）その他 

その他、「（１）提案施設の整備、管理運営」及び「（２）貸付期間終了時の撤去」

を実施する上で必要な業務及び市が実施する本事業に関する業務への協力 
 

５ 市の役割 
市の役割は以下のとおりとします。 

   ① 事業対象地の敷地造成 

   ② 上記①に係る各種許認可手続き（市と事業者の連名により申請手続きを実施） 

   ③ トイレの整備（トイレの整備に必要となるインフラ整備を含む。）に必要な費用

の一部負担 

   ④ 貸付対象範囲以外の敷地内樹木等の環境維持 

    ※貸付対象範囲以外の敷地内樹木等の環境維持に係る業務については、事業者提

案に基づき別途事業者への業務委託発注を検討しているが、詳細は事業提案を

踏まえ協議し、決定する。 

 

６ 法令等の遵守 
本事業の実施にあたっては、事業者の責任により各種法令・基準を遵守してください。 
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Ⅲ 公募の概要 
本事業の公募概要は、以下のとおりです。 

 
１ 事業対象地等の概要 

所有地・ 
土地面積 

・地番：福岡県福岡市西区大字西浦 311番、312番１、313番 外 

・事業対象地面積：6134.19 ㎡ 
※詳細は、【別紙２】確定測量図及び【別紙３】現況平面図を参照。 

貸付対象範
囲 

【別紙４】貸付対象範囲図における「低地エリア」、及び「高地エリア」

のうち民間活用提案があった範囲とします。 
 ※１）下記の事業対象地のうち漁港用地占用範囲について、事業活用は可

能ですが、貸付対象範囲には含みません。 
 ※２）建設期間中の土地一時賃貸借契約における貸付範囲は、建設期間中

に上記の貸付対象範囲以外の区域を使用する場合は当該区域を含む

範囲とします。（公募要綱Ⅷ５を参照。） 
 ※３）貸付対象範囲の面積設定は、CAD 図面上で計測した面積値とします。 
【事業対象地の範囲区分】 
 ・事業対象地：6134.19 ㎡ 
   うち、低地エリア：3704.27 ㎡ 
   うち、高地エリア：2393.32 ㎡ 
   うち、漁港用地占用範囲：36.6 ㎡ 

境界確認等
に関する事
項 

上記面積は令和３年度に隣接地権者と境界確認の上作成した確定測量図

に基づく面積であり、法務局に登記されている各種資料と異なります。 

用途地域 ・市街化調整区域  

・景観計画区域：海浜ゾーン 

・屋外広告物地域区分：自然・低層住居系地域 

・自然公園法：「第３種特別地域」に該当 

※その他法規制については、事業者にて調査を行ってください。 

公共施設等 ・ガ ス：都市ガス供給区域外 

・上水道：なし 

・下水道：なし 

・通信：光回線敷設済 

※ 詳細については、各事業者にお問い合わせください。 

接道状況 ・幅員約 11mの主要地方道福岡・志摩・前原線、幅員約 3mの県道西浦今

宿自転車道線に接道 

※実際の道路幅員等については、事業者においてご確認ください。 

地質・地盤 ※【別紙５】ボーリング柱状図を参照してください。 

埋蔵文化財 ・事業対象地は、埋蔵文化財の包蔵地外になりますが、面積が広く、文

化財保護法第 97条（不時発見）に係る要件により、高地エリアの一部

を工事する場合には工事立会が必要となるため、市と協議してくださ

い。 

・工事中に埋蔵文化財を発見した場合は、現状を変えることなく速やか

に福岡市経済観光文化局埋蔵文化財課まで連絡し、協議を行ってくだ

さい。 
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土壌汚染調
査 

・事業対象地は市が昭和 47年に取得して以降、特段の土地利用はありま 

せん。 

・建築工事等で土壌汚染が発見された場合は事業者において対応してく

ださい。 
 
２ 市による敷地造成工事の概要 

    市は、敷地活用に必要となる最低限の造成工事を実施します。市が実施する造成工事

の詳細は、【別紙６】市が実施する造成工事基本設計図書、【別紙７】造成工事等スケ

ジュールを参照してください。なお、事業者の提案内容を踏まえ、必要に応じ市と事業

者により変更協議を行うものとし、追加費用が発生する工事は事業者の責任及び費用負

担の元で実施するものとします。また、基本設計図書については現時点のものであり、

今後市による実施設計を踏まえ変更となる場合があります。 
 
 
３ 最低貸付料 
最低貸付料は以下のとおりとし、貸付料は事業者提案を踏まえ決定し、貸付対象範囲の

面積を乗じた額とします。（有効期限：令和５年３月 24日（金）まで） 

（年額）：900円/㎡/年 （月額）75円/㎡/月 

なお、事業者とのⅧ５に示す土地一時賃貸借契約の締結やⅧ７に示す事業用定期借地

権設定契約の締結時には、有効期間を過ぎるため、それぞれ締結前に市が最低貸付料を再

評価します。このため、最低貸付料を再評価した結果、再評価した最低貸付料（以下「再

評価貸付料」という。）が、事業者が提案する貸付料（年額）（以下「提案価格」という。）

を上回った場合は、再評価貸付料によりそれぞれ契約を締結するものとします。 
 

 
４ その他 
（１）公募要綱等記載事項と現況が異なる場合には現況を優先します。 
（２）事業対象地内（地中を含む。）のうち、市が実施する造成工事の範囲外におけるゴ

ミ・ガラ・砕石等をはじめ、通常では予見できない地下埋設物等が発覚した場合で

あっても、撤去及びその費用負担等について、事業者が対応するものとします。 
（３）事業対象地に数量の不足その他事業用定期借地権設定契約の内容に適合しないこ

とを発見した場合において、事業者の負担とします。 
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Ⅳ 提案条件 
提案にあたっては、Ⅱ２「事業の目的」を十分に踏まえ、民間事業者の皆様のノウハウ

やアイデアを活かした企画力と実行力のある提案を期待しています。 
なお、配点及び評価の視点などの評価基準は「事業提案評価基準」に記載しております

ので、当該資料についてもご精読ください。 
 
１ 提案にあたっての基本的な考え方  

本事業における立ち寄りスポットは、交通混雑対策や来訪者の周遊促進、自然環境の維 

持等の地域課題の解決に資することを前提とした上で、人を惹きつけ、エリアの魅力を高

める新たな「周遊の起点」として整備することを目的としています。 

このため、例えば収益機能に特化した土地利用計画により交通混雑を拡大させたり、周

辺と馴染まない奇抜なデザインにより景観を損ねたりすることがないよう、地域の現状

や自然環境、周辺の経済活動等を十分に踏まえた上で、Ⅳ２（３）「提案施設の整備及び

管理運営に関する条件」に記載する必須機能と提案機能のバランスを考慮した事業計画

の提案を行ってください。 

 
２ 提案に関する条件 

（１）提案範囲 

事業対象地のうち低地エリアを中心に計画範囲として提案してください。なお、高地エ

リアについては、市により既存樹木を活かした散策機能等を整備する予定としています

が、事業者の費用負担により散策機能を魅力的にする機能の提案を可能とします。 
 

（２）土地利用の制限 

① 市街化調整区域における規制 

事業対象地は、市街化調整区域内にあります。市街化調整区域内での開発及び建築

行為は、都市計画法等の関係法令により規制されています。事業者は、都市計画法第

29 条第１項第２号もしくは第３号または第 34 条各号の規定に適合する提案内容と

していただく必要があります。 

このため、明らかに当該地では立地できないものの提案は認めないこととします。 
なお、都市計画法第 34 条第 14号に該当する開発行為または都市計画法施行令第

36 条第１項第３号ホに該当する建築行為等を行う場合（次の「②市街化調整区域に

おける規制緩和」を含む）は、福岡市開発審査会に附議する必要がありますが、本公

募は開発許可等をするための審査及び評価ではありませんので、諸手続きについて

は、事業予定者決定等の後、事業者の責任・負担において実施してください。諸手続

きのための計画変更に係る費用の増加等についても事業者の責任・負担とします。 
※市街化調整区域における開発許可に関する基準については、本市ホームページ
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からダウンロードできるほか、担当窓口（市役所４階開発・建築調整課）で確認

を行ってください。 
福岡市ホーム ＞くらし・手続き ＞住まい・引越し ＞建築に関する手続き等 ＞開発許

可・宅地造成規制＞開発許可申請等の手引き【開発指導ホームページ】 
（https://www.city.fukuoka.lg.jp/jutaku-toshi/machinami/netdetetsuduki/001.html） 

 
② 市街化調整区域における規制緩和 

市街化調整区域など農山漁村地域においては、人口減少、少子高齢化の進展等に伴

い、一次産業の振興や地域コミュニティの維持・活性化等が大きな課題となっていま

す。 
課題解決に向けては、地域産業の振興や雇用の創出も必要となることから、平成 27 

年 10 月に策定した「福岡市まち・ひと・しごと創生総合戦略」において、主な事業

として「自然と調和した市街化調整区域のまちづくり」を掲げ、規制緩和による民間

活力の導入など、地域特性を活かした地域の主体的な取組みを支援することとして

います。 

この取組みを推進するにあたり、平成 28 年６月に、地域を指定したうえで、地域

住民等による合意形成がなされていると認められる場合に、農林水産業や観光業な

ど、地域産業の振興に寄与する建築物の立地が可能となるよう、土地利用規制の緩和

（福岡市開発審査会附議基準の改正）を行いました。 

本事業においても、当該制度の活用が検討可能です。 

※福岡市市街化調整区域地域産業振興施設の立地申請の詳細は、担当窓口（市役所

８階企画調整部）で直接配布するほか、本市ホームページからダウンロードでき

ます。 

福岡市ホーム ＞くらし・手続き ＞住まい・引越し ＞建築に関する手続き等 ＞開発

許可・宅地造成規制＞市街化調整区域の土地利用規制緩和：「地域産業振興施設」（平

成 28 年 6 月） 

（https://www.city.fukuoka.lg.jp/jutaku-
toshi/machinami/netdetetsuduki/tiikisangyou_sinkou_sisetu_01.html） 

 
③ 自然公園法における規制 

事業対象地は、玄海国定公園の第３種特別地域に該当するため、各種行為にあた

っては、自然公園法により規制されております。 
提案にあたっては、事業者の責任・負担において福岡県環境部自然環境課と協議の

上、実施可能なもののみ事業提案を行ってください。諸手続きのための計画変更に係

る費用の増加等についても事業者の責任・負担とします。 
 
  ④ 漁港区域について 
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本事業対象地は第２種漁港区域内にあるため、漁港区域内の水域の保全等、漁港

の適正な維持管理を考慮した提案を行ってください。なお、事業者決定後に、具体

的な実施内容について漁港管理者や関係団体等と協議・調整を行った上で、実施す

る必要があります。 
 
（３）提案施設の整備及び管理運営に関する条件 

提案施設の整備及び管理運営に関する条件は以下のとおりです。 
整備にあたっては、市街化調整区域、玄海国定公園、漁港区域に立地することに留 

意した上で、「福岡市福祉のまちづくり条例」等関係法令に準拠した提案をしてくだ 
さい。また管理運営にあたっては、利用者が気持ちよく利用するために、適度な清掃 
を行うなど環境維持に努めてください。 

 
①  交通混雑対策（駐車場整備） 【必須条件】 

   当該地域では、二見ヶ浦エリアを中心に、休日や観光シーズン等の繁忙期において

来訪者が集中し、駐車場不足による交通混雑が市民生活に支障をきたしています。 
このため、提案施設には地域の交通混雑の緩和に資する駐車場機能を備えること

とし、以下に留意した民間駐車場として事業者により整備・管理運営を実施するもの

とします。 
    ・休日や観光シーズン等の繁忙期における駐車需要に対応できるよう、駐車台数は、 

普通自動車 40台以上が駐車可能なスペースを確保すること。 
    ・駐車場の運営時間、料金体系等については、周辺の既存駐車場の設定も考慮した

上で、事業者の提案によること。 
    ・良好な駐車場環境を保持するために、適切な管理体制等を構築し、治安の維持に

努めること。 
    ・その他、緑化や CO2 排出量削減等の環境に配慮した機能・デザイン・運営方法 

等について、積極的に提案すること。 
 

②  交通混雑対策（駐車場整備以外） 

提案施設において、駐車場整備のほか、地域の交通混雑の緩和に資する事業者独

自の取組について、積極的に提案してください。 
 

③  情報発信機能 【必須条件】 

     事業者は、来訪者へ周遊を促すため北崎地区や糸島半島に関する観光情報の発

信機能を設けるものとします。なお、情報発信の方法等については各事業者により

提案してください。また情報発信機能については、事業者の責任及び費用により保

守管理するものとします。 
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④  トイレ・休憩スペース 【必須条件】 

提案施設においては、周辺エリアの来訪者が幅広く利用できるようなトイレ・休憩

スペースを備えるものとします。 
なお、設置にあたっては次の条件を満たしてください。 

【共通事項】 
・周辺エリアの地域特性や事業コンセプトに相応しいデザインや機能を考慮した

整備計画を立案すること。 
・周辺エリアの来訪者が幅広く利用し易いものとすること。 
・事業者の責任及び費用により適切に維持管理すること。 

【トイレに係る特記事項】 
・建物内に一体的に整備することも可能とし、利用者の利便性や適切な維持管理が

可能な計画とすること。 
・利用時間は地域の防犯上の観点から提案施設の営業時間内とし、営業時間終了と

ともに施錠等を実施すること。 
・トイレの設置に係る費用の９割を市が負担するものとし、詳細は事業者と協議の

上で決定します。なお、市の負担額は下記金額を上限とします。 
市の整備費負担上限：24,987 千円（消費税込み） 
※ただし、予算の成立を前提とする。 

・トイレの設置にあたっては、下記の条件を満たすこととし、詳細は市との協議に

より決定する。 
 

≪トイレの設置器数等条件≫ 
 大便器 小便器 洗面器 その他 備考 

男子 WC ２ ３ ２ 

ハンドドライヤー：１器 
ベビーシート：１器 
ベビーチェア：１器 
フィッティングボード：

１器 
全身鏡：１器 

・多言語にてト

イレの利用説明

を掲示するこ

と。 
・大きく、分か

りやすい入口を

設置すること。 

女子 WC ４ ― ３ 

ハンドドライヤー：２器 
ベビーシート：１器 
ベビーチェア：１器 
フィッティングボード：

１器 
全身鏡：１器 
スタイリングコーナー：

１式 
多機能 
WC １ ― １ オストメイト 

折り畳みシート 

備考 
・便器 UAXC3CS同等

品以上 

・温水洗浄便座 

・便器 UFS900JS同 

等品以上 

・小便器間仕切り 

・汚垂大型陶板 
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⑤  観光振興・地域活性化に資するサービス機能 

上記に付随して、地域の魅力を活かした観光振興及び地域活性化に資する機能

（収益機能を含む）についての事業者独自の提案を可能とします。 
なお、提案にあたっては、Ⅱ２「事業の目的」及びⅣ１「提案にあたっての基本

的な考え方」を十分に踏まえた事業計画としてください。 

 
⑥  インフラ整備にかかる条件 

  提案施設において必要なインフラ設備は、原則事業者により整備することとし

ます。ただし、トイレ整備に必要となる井戸水、合併浄化槽の設置にあたっては、

当該整備に係る費用の９割を市が負担するものとし、詳細は事業者と協議の上で

決定します。なお、市の負担額は下記金額を上限とします。 

井戸水設置に係る市の整備費負担上限：22,742千円（消費税込み） 

合併浄化槽設置に係る市の整備費負担上限：27,558千円（消費税込み） 

※ただし、予算の成立を前提とする。 
※井戸水設置に係る市の整備費負担上限には、井戸水の浄化設備を含みます。 

井戸水の浄化設備が不要と判明した場合は、協議の上、市の整備費負担上限 

を減額します。この場合、整備費負担上限は、8,432千円（消費税込み）と 

します。 
 
（５）定期借地の期間 

事業用定期借地権設定契約に基づく定期借地の期間は、10年以上 20年以下の期間で

事業者が提案した期間（提案施設の運営開始から解体完了までの期間）とします。 

なお、事業期間の終了前協議において、市と事業者の間で事業用定期借地権の期間の

延長が合意された場合、合意された内容に基づき、事業用定期借地権を再設定（ただし、

延べ借地期間は 30年未満）することとします。 
 

（６）リスク分担の考え方 

事業期間中の市と事業者の主なリスク分担の考え方は以下を基本とし、詳細は、事業

契約書によるものとします。 
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リスクの内容 
負担者 

市 事業者 

住民対応リスク 

本事業の実施そのものに対する住民反対運動、訴訟、要

望などへの対応に関するもの 
○ － 

上記以外の住民反対運動、訴訟、要望、苦情などへの対応

に関するもの 
－ ○ 

許認可取得リスク 

市及び事業者が協力して取得する開発許可や自然公園法

の許認可の取得が遅延又は取得できなかった場合 

○ 

※１ 

〇 

※１ 

業務の実施に関して事業者が取得するべき許認可の取得

が遅延又は取得できなかった場合 
－ ○ 

資金調達リスク 

トイレ・インフラ整備における市負担金の予算が成立し

なかったことによる事業内容の変更、中止及び事業スケ

ジュールの遅延に伴う損害 

〇 

※２ 

〇 

※２ 

上記以外の提案施設に係る資金調達によるもの － 〇 

不可抗力リスク 

不可抗力事象（計画段階において想定し得ない暴風、豪

雨、洪水、高潮、地震、地滑り、落盤、落雷などの自然災

害、及び、戦争、暴動その他の人為的な事象）に起因す

る、貸付対象範囲外の敷地や工作物等の損害によるもの 

○ － 

不可抗力事象（計画段階において想定し得ない暴風、豪

雨、洪水、高潮、地震、地滑り、落盤、落雷などの自然災

害、及び、戦争、暴動その他の人為的な事象）による貸付

対象範囲の敷地や施設、工作物等の損害によるもの 

－ ○ 

着工/竣工遅延・施工費

増大リスク 

市の指示、提示条件の不備、変更によるもの ○ － 

市が実施する造成工事に起因する竣工遅延や施工費の増

大のうち、市の帰責事由によるもの 
○ － 

上記以外の原因によるもの － ○ 
提案施設に係る設計施

工・維持管理運営リス

ク 

市の実施する造成工事に起因するもののうち、市の帰責

事由によるもの以外の提案施設の設計維持管理運営段階

における全てのリスク 

－ ○ 

施設撤去に係るリスク 
契約終了にあたり本施設の解体撤去等により発生する費

用に関するもの 
－ ○ 

※１：開発許可の申請手続きや自然公園法に係る許認可手続き等は、市と事業者の連名により実施

する。当該申請の取得の遅延等に伴い発生した損害については、各々で負担するものとする。 
※２：トイレ・インフラ整備の市負担金の予算が成立しなかったことにより、事業内容の変更・中

止や事業スケジュールの遅延に伴う損害については、各々で負担するものとする。 
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Ⅴ 応募者の構成等 
 
１ 基本的要件 
応募者は、公募要綱等に基づき行う提案について、実施・継続することができる企画力、

技術力及び十分な資金力、信用を有する者とします。 
 
２ 応募者の構成 
応募者の構成は次のとおりとします。 

（１）応募者は単独の企業又は複数の企業からなる企業等連合体とする。 
（２）応募者が企業等連合体の場合、構成する企業（以下「構成企業」という。）の中か

ら代表企業を定め、応募及び事業の諸手続きを行うものとする。 
（３）代表企業は、事業計画書に基づく提案施設整備及び管理運営の総括、並びに構成企

業間の調整の役割を担うものとし、代表企業以外の構成企業は、事業分担計画に基

づいた役割を分担するものとする。事業者決定後も、その地位及び役割等は承継さ

れるものとする。また、提案書提出時に全ての構成企業を明らかにすることとする。 
（４）応募者の代表企業及び構成企業は、他の応募者の代表企業及び構成企業となること

はできない。 
（５）応募者の代表企業及び構成企業は、他の応募者の代表企業及び構成企業と以下の資 

本関係又は人事関係がある者ではないこと。 
• 資本関係とは、親会社（会社法（平成 17年法律第 86号）第２条第４号及び会

社法施行規則第３条の規定による親会社をいう。）と子会社の関係にある場合、

若しくは、親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合をいう。 

• 人事関係とは、一方の企業の役員（会社法第 329 条第１項の規定による役員

をいう。ただし、社外取締役及び社外監査役の場合を除く。）が他方の企業の

役員を兼ねている場合をいう。（以下、３（７）及び（８）において同じ。） 

（６）応募者の代表企業は、Ⅵ５における参加資格審査申請書類の提出以降は変更できな

い。 
（７）応募者の代表企業は、構成企業を変更又は追加する場合は、提案書提出までに提案

様式集の「構成企業変更承諾願」（様式 4-2）を市に提出し、承諾を得るものとす

る。やむを得ない場合を除き、提案書提出後の変更及び追加はできない。構成企業

を変更又は追加する場合は、Ⅶ２（１）の参加資格審査の期間を考慮の上、提出す

ること。 
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３ 応募者の参加資格 
応募者が備えるべき参加資格は次のとおりとします。 

（１）地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16号）第 167条の４の規定に該当する者でな

いこと。 

（２）公募要綱等公表日から優先交渉権者決定までの間に、福岡市競争入札参加停止等措

置要領（以下「措置要領」という。）に基づく競争入札参加停止の措置又は排除措

置を受けている期間がある者でないこと。 

（３）措置要領別表第１、第２及び第３の各号に規定する措置要件に該当しない者である

こと。 

（４）最近２年間の市町村税を滞納していない者であること。 

（５）最近２年間の消費税及び地方消費税を滞納していない者であること。 

（６）会社更生法（平成 14年法律第 154号）に基づく更生手続開始の申立がなされてい

る者、民事再生法（平成 11年法律第 225号）に基づく再生手続開始の申立がなさ

れている者、破産法（平成 16年法律第 75号）に基づく破産手続開始の申立がなさ

れている者又は会社法に基づく特別清算開始の申立がなされている者、手形交換

所による取引停止処分を受けている者その他の経営状態が著しく不健全であると

認められる者でないこと。 

（７）事業に係るアドバイザー業務受託者である、株式会社日建設計総合研究所及びベー

カー＆マッケンジー法律事務所と資本関係又は人事関係がある者ではないこと。 

（８）Ⅶ１に示す「北崎地区立ち寄りスポット整備事業事業者提案評価委員会」の設置日

（令和 4 年 10 月 26 日）以降に、本事業について委員に接触を試みた者ではない

こと。また、委員又は委員が属する企業と資本関係又は人事関係がある者ではない

こと。 

（９）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77号）第２条

第６及び福岡市暴力団排除条例（平成 22年福岡市条例第 30号。以下「本条例」と

いう。）第２条第２号に規定する暴力団ではない事業者、又は、法人でその役員に

暴力団員に該当する者のない事業者、若しくは、本条例第２条第１号に規定する暴

力団又は暴力団員と密接な関係を有する事業者ではないこと。 
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４ ＳＰＣを設立する場合の要件 
応募者は、本事業のみを実施する特別目的会社（以下「ＳＰＣ」という。）を設立する

ことができます。ＳＰＣを設立する場合の要件は次のとおりとします。 

（１）ＳＰＣは会社法（平成 17 年法律第 86号）等に定める法人であること。 

（２）事業契約の締結日までにＳＰＣを設立すること。 

（３）提案書の提出時には、ＳＰＣを設立する予定であることを明記すること。 

（４）ＳＰＣは福岡市内に設立し、事業期間中は市外に移転しないこと。 

（５）ＳＰＣの出資持分は、応募者の代表企業の出資比率及び議決権保有割合が最大とな

ること。また、応募者の議決権保有割合の合計が 50％を超えること。ただし、Ｓ

ＰＣを会社法に基づく株式会社以外の法人とする場合で、かつ、事前の市の承諾が

ある場合はその限りではない。 

（６）事業期間中は、ＳＰＣの出資持分については、事前に市の承諾がある場合を除き、

譲渡、担保権等の設定その他の処分を行うことはできない。なお、応募者の代表企

業が出資持分を譲渡する場合は、Ⅷ７（８）の判断に準ずるものとする。 

（７）事業期間中は、ＳＰＣの新株の発行や増資等については、事前に市の承諾を得るこ

ととし、出資持分は、上記（５）の要件を満たすことを条件とする。 

（８）契約の締結にあたり、法人の登記簿謄本の写し及び出資者名簿を提出すること。提

案書提出日以降に出資者名簿に追加された法人については、当該法人の役員名簿

も併せて提出すること。 

（９）会社法に基づく株式会社以外のＳＰＣについては、提案された事業スキームではＳ

ＰＣに対する出資者（代表企業等）の関与が明確でない場合、事業契約を締結する

にあたって、出資者も契約の当事者に加え、一定の役割を担うこと。 

 
５ その他 
 事業を実施する際に市の承諾を要する借地権の転貸等を予定されている場合は、提案

書に事業スキームを明記すること。 
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Ⅵ 応募日程等 
 
１ 公募要綱等の公表 
公募要綱等は、市ホームページで令和４年 11月７日（月）から公表します。 

 
２ 説明会等の実施 
本事業への参加希望者向けに、公募要綱等に関する説明会及び現地見学会を開催しま

す。 
 
（１）公募要綱等に関する説明会 

開催日時 
令和４年 11 月 18日（金）午後１時から１時間程度 

場所 
福岡市産学連携交流センター 交流ホール 

（２）事業対象地の見学会 

開催日時 
令和４年 11 月 18日（金）午後３時から１時間程度 

集合場所 
福岡市西区大字西浦 311番外 

（３）参加申し込み方法 

説明会等への参加希望者は、「説明会等参加申込書」（様式 1-1）に必要事項を記入

し、令和４年 11 月 17日（木）正午までに、電子メールにより担当窓口に提出してく

ださい。詳細については参加申し込みのあった団体の担当者宛に電子メールにて通

知します。 

（４）注意事項 

・１社あたりの参加者は２名を上限とします。 

・公募要綱等は、市ホームページから入手のうえ持参してください。 

・当日は、質疑応答の時間は設けません。質問がある場合は３の質疑により行ってく

ださい。 

 
３ 公募要綱等に関する質疑の受付及び回答 
本公募に関する質疑については、以下のとおり受け付け、回答します。回答については

公募要綱等の一部を構成するものであり、同等の効力を有するものとなります。 
なお、他の方法による質疑は受け付けません。 

 
（１）受付期間及び時間 

令和４年 11 月 21日（月）～令和４年 11月 29日（火）午後５時まで 
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（２）提出方法 

「質疑書」（様式 1-2）を、担当窓口に電子メールで提出してください。電子メー

ルで送信する際のメールタイトルは「【質疑】北崎地区立ち寄りスポット整備事業に

ついて」と明記してください。 

また、電子メール送信後、土曜、日曜、祝日を除く 24時間以内に当該メール到着

の確認に関する返信がない場合は、担当窓口に電話にて受領の確認を行ってくださ

い。（受領確認の電話は土曜、日曜、祝日を除いて行ってください。） 

（３）回答方法 

回答は、令和４年 12月 13 日（火）午後５時までに、随時、市ホームページにて行

います。その際、質疑者名は公表しないこととします。 

なお、意見には回答しないことがあります。 

 
４ 公募要綱等の変更及び追加資料の公表 
市は、質疑等を踏まえ、公募要綱等を変更する場合があるほか、本公募に関する資料を

追加することがあります。公募要綱等の変更や資料の追加がある場合は、市ホームページ

で公表します。 
 
５ 参加資格審査申請書類の受付 
本事業への応募者は、下表に示す参加資格審査申請書類を提出してください。提出する

書類は提案様式集に記載のとおりとします。 
 
（１）受付期間及び時間 

令和４年 12 月 16日（金）～令和４年 12月 21日（水） 
午前 10 時～午後５時（ただし、正午～午後１時及び土曜、日曜、祝日を除きます。） 

（２）提出方法 

事前に担当窓口に連絡の上、持参し提出してください。郵送による受付は行いませ

ん。 
（参加資格審査申請時の提出書類） 

No. 提出書類 

１ 参加資格審査申請関係書類（様式 2-1～2-10） 

・代表企業参加資格審査申請書兼応募者構成表、構成企業参加資格審査申請書 

・暴力団対策に関する誓約書、役員名簿 

・経営状況調書、事業実績申告書 等 

２ 会社概要（パンフレット） 

３ 定款（最新のもの） 

４ 印鑑証明書（公募要綱等公表日以降に交付されたもの） 

５ 納税証明書（公募要綱等公表日以降に交付されたもの） 
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※最近 2 年間の滞納が無いことを証明できるもの 

・市町村税：本社所在地の市町村が発行する市町村税に滞納がないことの証明書 

・消費税及び地方消費税：納税証明書（その 3の 3） 

６ 法人登記簿謄本（公募要綱等公表日以降に交付されたもの） 

７ 事業報告書及び決算報告書（直近 3 期分） 

・事業報告書及び決算報告書 

・貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、個別注記表及び付属明細書 

※No.２～７は、全構成企業分を提出してください。なお、ＳＰＣの設立を予定する

場合は、全出資企業分を提出してください。 

 
（３）参加資格の審査 

① 審査 

市は、提出された参加資格審査申請書類をもとに、応募者の代表企業及び構成企

業について、Ⅶ２（１）に基づき、本事業への参加資格を審査します。 
② 審査基準日 

参加資格の審査基準日は、参加資格審査申請書類を市に提出した日とします。な

お、優先交渉権者の決定までの間に、応募者の代表企業が参加資格を失った場合は

失格とします。ただし、構成企業が参加資格を失った場合は、Ⅴ２（７）に基づき、

書面による市の承諾を得た場合に限り当該構成企業を除外・変更することができ

ることとします。 
⑦ 審査結果 

参加資格の審査結果は、応募者（企業等連合体の場合は代表企業）に対して、令

和５年１月 18日（水）に書面により通知します。 
 
６ 応募の辞退 
応募者は、参加資格審査申請書類を市に提出した後、公募への参加を辞退する場合は、

令和４年１月 20 日（金）午後５時までに、提案様式集の「参加辞退届」（様式 4-1）に必

要事項を記入し、市に提出してください。 

 
７ 提案書の受付 
提案書は、提案様式集に従って提出してください。 
なお、各様式の記載内容や方法は、提案様式集のⅡ提案書等作成要領やⅢ提案書等提出

要領を参照してください。 
（１）提案書及び部数 

応募者は提案様式集に定める提案書を提出してください。 
提案書の提出部数は、価格等に関する提示書は 1 部、それ以外は 10 部とします。

詳細については提案様式集をご確認ください。 
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（２）受付期間及び時間 

令和５年１月 26 日（木）～令和５年１月 31日（火） 

午前 10 時～午後５時（ただし、正午～午後 1時及び土曜、日曜、祝日を除きます。） 

（３）提出方法 

事前に担当窓口に連絡の上、持参し提出してください。郵送による受付は行いませ

ん。 
（４）費用の負担 

応募に必要な費用は、応募者の負担とします。 
（５）複数の提案の禁止 

提案書の提出は、応募者につき一つとし、複数の提案を行うことはできません。 
（６）提案書の変更等の禁止 

市に提出した後の提案書の変更、差し替え及び再提出は、評価に影響を与えない範

囲での軽微な変更（誤字、脱字の修正等）以外は認めません。 
（７）虚偽の記載をした場合 

提案書に虚偽の記載がある場合は、応募を無効とします。 
（８）使用言語及び単位 

本事業に関して使用する言語は日本語とし、使用する単位は計量法（平成４年法律

第 51号）の定めによるものとし、通貨単位は円とします。 

（９）市が提供する資料等の取扱い 

市が提供する資料等は、応募に関する検討以外の目的で使用することはできませ

ん。 
（10）著作権 

提案書の著作権は、応募者に帰属します。ただし、市が福岡市情報公開条例に基づ

き提案内容の公表をする場合、その他市が必要と認めるときには、市は応募者と協議

の上、提案書の全部又は一部を無償で使用できるものとします。 
 
８ 担当窓口 

本事業の担当窓口は以下のとおりです。 

 

事務局：福岡市経済観光文化局観光コンベンション部地域観光推進課 

住 所：〒810-8620 福岡市中央区天神１丁目８番１号（本庁舎 14階） 

ＴＥＬ：092-711-4984 

ＦＡＸ：092-733-5901 

E-mail：chiikikanko.EPB@city.fukuoka.lg.jp 
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Ⅶ 評価及び優先交渉権者の決定 
 
１ 評価方法・体制 
応募者から提出された提案書について、２の評価の手順に従い市において参加資格及び

公募要綱等で示す提案に関する条件（以下「提案条件」という。）等の基礎審査を行います。 
審査を通過した提案は、評価の公平性及び透明性を確保するとともに、客観的な評価等

を行うため市が設置した「北崎地区立ち寄りスポット整備事業 事業者提案評価委員会」

（以下「評価委員会」という。）において、提案内容を評価するとともに、市において提

案価格を評価の上、総合的に評価します。 
なお、評価委員会の委員は以下のとおりです。 

 
■委員一覧 

区分 氏名 所属・役職 

委 員 長 有馬 隆文 佐賀大学芸術地域デザイン学部 教授 

委 員 志賀 勉 九州大学大学院人間環境学研究院 准教授 

委 員 三嶋 良英 日本公認会計士協会北部九州会 公認会計士 

委 員 安藤 久義 福岡市財政局財産有効活用部 部長 

委 員 中村 義治 福岡市経済観光文化局観光コンベンション部 部長 

（敬称略、委員長を除き順不同） 
 
２ 評価の手順 
（１）参加資格審査 

① 参加資格審査申請書類の確認 

市は、提出された参加資格審査申請書類がすべて揃っていることを確認します。 
② 参加資格審査 

市は、提出された参加資格審査申請書類をもとに、応募者がⅤに示す応募者の構

成等に関する要件を満たしているか審査します。 
また、市は、提出された参加資格審査申請書類を審査した上で必要があると判断

した場合は、当該参加資格審査申請書類の補正若しくは再提出又は追加書類の提

出を求めることがあります。 
参加資格を確認できない場合は、失格とします。なお、参加資格審査において応

募者が暴力団員等でないことを警察本部に照会します。 
参加資格審査の結果は、事業提案評価における評価には反映させないものとし

ます。 
（２）基礎審査 

基礎審査は、内容評価・価格評価の前に行うもので、市が、Ⅲ３に示す最低貸付料、
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公募要綱等に示す提案条件を満たしているか審査します。 
① 提案価格の確認 

応募者の提案価格が、最低貸付料以上であることを確認し、最低貸付料を下回る

場合は失格とします。 
② 提案条件の審査 

提案書の内容について、提案条件を満たしていることを審査し、提案条件を満た

していない項目がある場合は失格とします。 
（３）内容評価・価格評価 

内容評価点は 800 点満点とし、評価委員会が内容評価を行います。価格評価点は

200点満点とし、市が提案価格を基に算出します。市において、内容評価点と価格評

価点を合算し、総合評価点を算出します。 

評価の詳細については、「事業提案評価基準」をご参照ください。 

 
３ 応募者ヒアリング 
評価委員会は、必要に応じ、応募者に対し提案書の内容に関するヒアリングを実施する

予定です。具体的な実施方法は、後日、市より応募者（企業等連合体の場合は代表企業）

に対して通知します。 
 
４ 優先交渉権者の決定等 
（１）優先交渉権者の決定 

市は総合評価点を参考に、優先交渉権者、次順位交渉権者（以下、「優先交渉権者

等」という。）を決定する予定です。 
（２）優先交渉権者の公表等 

選定結果は応募者（企業等連合体の場合は代表企業）に対して書面により通知する

ほか、市ホームページで公表します。選定結果に対する質疑・異議等には、一切応じ

ません。 
公表内容は、次のとおりとします。 
 優先交渉権者等 
 優先交渉権者等の決定理由 
 応募者名 

なお、事業契約締結までに、優先交渉権者が下記の事由に該当する場合は、次順位

交渉権者を優先交渉権者に変更することがあります。 
 優先交渉権者が、本公募要綱に記載する参加資格を満たさなくなったと市が判

断した場合。 
 優先交渉権者の提案内容が、公募要綱等に記載する条件に反することが判明し

た場合。 
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 優先交渉権者が、事業推進に必要な手続きを行わない場合。 
 
（参考）優先交渉権者決定フロー 

 
 
 
 
 
 
 
 
  【事業提案評価】 

【参加資格審査】 
 

参加資格審査申請書類の受付 

参加資格審査 

失格 

提案書の受付 

資格要件を満たさない場合 

（1）基礎審査 
提案価格の 

確認 

提案条件の 
審査 

（参加資格要件を満たしているか） 

（最低貸付料以上か） 

（提案条件を満たしているか） 

失格 

失格 

最低貸付料を 
下回る場合 

提案条件を 
満たさない場合 

（2）内容評価・価格評価 

内容評価 （評価項目ごとに得点化） 

価格評価 （あらかじめ設定した算式により得点化） 

総合評価 （内容、価格の得点を合計） 

市による優先交渉権者及び次順位交渉権者の決定及び公表 
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Ⅷ 契約の締結等 
詳細は、基本協定書（案）及び事業契約書（案）を参照してください。 
 
１ 基本協定の締結 
優先交渉権者は、優先交渉権者決定後速やかに、基本協定を事業予定者として締結しま

す。 
 
２ 事業計画の策定 
事業予定者は、公募要綱等及び提案書に基づき、事業契約の締結までに、本事業の事業

計画を策定し、市の承諾を得るものとします。なお、事業計画の策定にあたっては、本事

業の評価委員会から出された付帯意見等も尊重することとします。 
 
３ 事業契約の締結 
事業予定者は、２に示す事業計画について市の承諾を得た上で、提案内容を踏まえ事業

実施条件等の協議を行い、事業者として事業契約を締結します。 
なお、事業契約の締結に応じなかった場合は、事業予定者としての資格を取消し、提案

価格の６ヶ月相当分を違約金として市に支払うものとします。 
 
４ 設計の確認 

事業者は、公募要綱等及び事業計画に基づき施設計画を行い、市の確認を得るものと

します。 
 
５ 土地一時賃貸借契約の締結 
（１）土地の貸付け及びその期間 

提案施設の建設期間中は、借地借家法（平成 ３年法律第 90号）第 25条に定める土

地の一時使用を目的とした賃貸借契約（以下「土地一時賃貸借契約」という。）の締

結により、事業者に貸し付けます。 

貸付けの期間は、提案施設の建設の着手日から定期借地期間開始の前日までの期

間とし、詳細は、事業者決定後、市と事業者との協議により決定します。 

（２）貸付けの範囲 

貸付けの範囲は、貸付対象範囲（ただし、建設期間中に貸付対象範囲以外の区域

を使用する場合は当該区域も含む。）とします。 

（３）貸付料 

事業者が市に支払う土地一時賃貸借契約に関する貸付料（年額）は、Ⅲ３に示す

最低貸付料以上で、提案価格とします。 
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なお、土地一時賃貸借契約の締結前に最低貸付料を再評価した結果、再評価貸付

料が、提案価格を上回った場合は、再評価貸付料により土地一時賃貸借契約を締結

するものとします。 
（４）貸付料の支払い方法 

貸付料は、原則、各年度４期に分けての支払いとします。４期ごとの貸付料は、

第１期５月、第２期８月、第３期 11月、第４期２月のそれぞれ 15日までに、事業

者が市に対して支払います。事業者が貸付料の支払いを遅延した場合、市は、事業

者に対し遅延損害金を請求することができるものとします。遅延損害金の額は、支

払期限の翌日から当該支払いの完了した日までの期間の日数に応じ、年率 14.6％、

一年を 365日として日割り計算した額とします。なお、遅延損害金に 100円未満の

端数があるときは、これを切り捨てます。 

（５）契約保証金 

事業者は、土地一時賃貸借契約に定める貸付料の１年分に相当する額を、土地一

時賃貸借契約締結時に契約保証金として、市に納付するものとします。ただし、貸

付期間が１年を超えない場合で、契約後速やかに貸付料を全額納付するときはこの

限りではありません。市は、土地一時賃貸借契約が終了したときは、事業者の請求

に基づき、利息を付与せず契約保証金を事業者に返還します。 

また、上記の保証金の納付は、国債、地方債並びに福岡市契約事務規則第 24条

に規定する、市長が確実と認める担保の提供をもって代えることができます。 

（６）連帯保証人 

事業者は、市長が必要と認める場合は、契約保証金に代え、連帯保証人を立てさ

せることができます。なお、連帯保証人は次の条件を満たすものとします。 
・市内に住所又は事務所を有すること。 
・貸付料の年額相当額以上の年額所得又は固定資産を有していること。 

（７）土地の引き渡し条件 

事業対象地については、市が実施する造成工事等を行った上で、引き渡しを行い

ます。なお、引渡時期は令和６年３月を予定しています。 
 
６ 建設状況等の確認 

市は、提案施設の建設の実施状況や建設内容の把握のため、必要に応じて、建設現場

への立ち入り等を行うことができるものとし、事業者はこれに協力しなければならな

いものとします。 
 
７ 事業用定期借地権設定契約の締結 
（１）土地の貸付け及びその期間 
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市は、借地借家法（平成３年法律第 90号）第 23条第２項に定める事業用定期借

地権設定契約の締結により、事業者に事業対象地を貸し付けます。 

事業用定期借地権設定契約の締結にあたっては、公正証書を作成し、公正証書作

成の費用は、事業者が負担するものとします。 

借地期間は、10 年以上 20 年以下の期間で事業者が提案した期間（提案施設の運

営開始から解体完了までの期間）とします。 

（２）貸付けの範囲 

貸付けの範囲は、貸付対象範囲とします。 

（３）貸付料 

事業者が市に支払う貸付料（年額）は、提案価格とします。 

なお、事業用定期借地権設定契約締結前に最低貸付料を再評価した結果、再評価

貸付料が提案価格を上回った場合は、再評価貸付料により事業用定期借地権設定契

約を締結するものとします。 

（４）貸付料の支払い方法 

貸付料は、原則、各年度４期に分けての支払いとします。４期ごとの貸付料は、

第１期５月、第２期８月、第３期 11月、第４期２月のそれぞれ 15日までに、事業

者が市に対して支払います。 

事業者が貸付料の支払いを遅延した場合、市は、事業者に対し遅延損害金を請求

することができるものとします。遅延損害金の額は、支払期限の翌日から当該支払

いの完了した日までの期間の日数に応じ、年率 14.6％、一年を 365日として日割り

計算した額とします。なお、遅延損害金に 100円未満の端数があるときは、これを

切り捨てます。 

（５）貸付料の改定方法 

貸付料は、事業用定期借地権設定契約締結以降、原則３年ごとに市が最低貸付料

を再評価し、再評価貸付料が改定前の貸付料から変更となった場合は、再評価貸付

料に改定できることとします。 

ただし、社会経済情勢の変動その他の事由により、市又は事業者が貸付料を相当

でないと認めるときは、上記の改定時期の定めによらず、市及び事業者は改定の申

し出を行うことができるものとします。 

（６）契約保証金 

事業者は、支払う貸付料の２年分に相当する額を、事業用定期借地権設定契約締

結時に契約保証金として、市に納付することとします。市は、事業用定期借地権契

約が終了し、又は、契約が解除されたときは、事業対象地にある事業者が所有権又

はその他の権利を有する工作物等の撤去を確認したのち、事業者の請求に基づき、

利息を付与せず契約保証金を事業者に返還します。 
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また、上記の保証金の納付は、国債、地方債並びに福岡市契約事務規則第 24条

に規定する、市長が確実と認める担保の提供をもって代えることができます。 

（７）連帯保証人 

事業者は、市長が必要と認める場合は、契約保証金に代え、連帯保証人を立てさ

せることができます。なお、連帯保証人は次の条件を満たすものとします。 

・市内に住所又は事務所を有すること。 

・貸付料の年額相当額以上の年額所得又は固定資産を有していること。 

（８）借地権の譲渡・転貸に関する制限等 

事業者は、事前に市の承諾がある場合を除き、借地権の譲渡又は転貸（以下「譲

渡等」という。）を行うことができません。 

市は、次の条件に加え、事業の安定性や提案内容の実行性、譲渡又は転貸先の事

業者の適格性等を総合的に判断し、譲渡等の承諾を行うこととします。 

・譲渡又は転貸先の事業者は、事業者による提案内容や事業者が負う本事業に関

する義務を承継すること。 

・譲渡等を行った場合でも、本事業における権利や義務、市及び地域に対する事

業者の窓口が分散しないこととし、借地権は、分割譲渡を行わないこと。 

事業者は、建物の全部又は一部に抵当権等の担保権設定を行う場合は、事前に書

面による市の承諾を得ることとします。市の承諾は、借地権の譲渡の承諾の判断に

準じます。 

（９）借地期間終了前協議 

市及び事業者は、事業用定期借地権設定契約終了日の３年前から、契約の終了に

際して必要な事項を決定するための協議を行います。 

なお、終了前協議において、市と事業者の間で事業用定期借地権の期間の延長が

合意された場合、合意された内容に基づき、事業用定期借地権を再設定することと

します。 

（10）借地期間終了時の施設の取り扱い 

事業者は、事業用定期借地権設定契約終了日までに、事業対象地にある事業者が

所有権又はその他の権利を有する建物及び工作物等を撤去し、事業対象地を市に返

還するものとします。 

 
８ 供用開始 

事業者は、原則として契約締結日から令和７年３月までに供用開始するものとし、詳細

は事業予定者との協議により、事業計画及び事業契約において、その時期を定めることと

します。 
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９ 事業計画の用途に供すべき期間 

事業者は、定期借地権の存続期間中は、事業対象地を事業契約、公募要綱等及び提案書

に基づく範囲内の用途に供しなければならないものとします。 
施設を第三者に賃貸する場合は、事業者と賃借人の間で、定期建物賃貸借契約を締結す

ることとし、当該契約期間は事業用定期借地権設定契約の存続期間を超えることはでき

ません（転貸借、再転貸借等すべての賃貸借契約に適用）。 
 
10 各種調整 

本事業の実施に必要な関係機関・地域や関係者との調整や、事業実施に伴い近隣等とト

ラブルが生じた場合の対応については、事業者の責任により行ってください。 
 
11 運営状況等の確認 
市は、事業者が実施する業務内容の確認及び事業者の財務状況の把握等を目的に、運

営状況等の確認を行います。 
① 事業者は、事業契約に規定する本事業に関する財務状況を事業者の毎会計年度

終了後３ヶ月以内に市に提出し、確認を得ることとします。 

② 市は、事業者の経営状況及び各業務の実施内容の確認等を目的に、事前に通知

の上、立ち入りを含めた調査を行うことができるものとし、事業者はこれに協

力することとします。 

 
12 その他 

（１）事業者は、市の承諾を得た場合に限り、事業計画を変更することができるものと

します。 
（２）事業者が直接発注する設計・監理業務、建設業務及び維持管理業務に福岡市に本

社を置く企業（以下「地場企業」という。）が一社以上含まれるようにしてくだ

さい。地場企業への発注については、契約書等により確認することとします。ま

た、事業の実施に際しては、地場企業の積極的な活用をお願いします。 
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■手続きフロー（予定） 
事業者 市 

 

 

 

 

事業予定者の決定 

基本協定の締結 

事業計画の策定 

事業計画の承認 

事業契約の締結 

建築確認申請 

土地一時賃貸借契約の締結・契約保証金の納入（貸付料 1年分） 

提案施設の設計 

定期借地契約の締結・契約保証金の納入（地代２年分） 

供用開始 

応じない場合 

 ・資格取消し 

 ・違約金 6 ヶ月相当 

管理運営状況の確認 

（必要に応じて） 

建設工事の実施状況の確認 
建設工事 

施設の運営 

必要に応じて 

立入等調査 

毎年度 

報告書提出 

敷地造成の開発許可手続き 

造成工事の実施 

（該当がある場合）立地調整会議 

開発工事の完了検査、完了公告、開発済証の受領 



 
 

  



 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【担当窓口】 

 

福岡市経済観光文化局観光コンベンション部地域観光推進課 

〒810-8620 福岡市中央区天神 1丁目 8番 1号 

TEL：092-711-4984 

FAX：092-733-5901 

Email：chiikikanko.EPB@city.fukuoka.lg.jp 
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